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地方公共団体財政健全化法 
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５ 小金井市の健全化判断比率等の対象会計範囲・・・・・・・・・・・・４ 

６ 早期健全化団体になると？・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

７ 財政再生団体になると？・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

８ 計画の実施状況は？・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

９ 議会や監査委員との関係は？・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 

令和元年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

１ 健全化判断比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

  ⑴ 実質赤字比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 
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  ⑶ 実質公債費比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

  ⑷ 将来負担比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 

２ 資金不足比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

健全化判断比率及び資金不足比率の推移について 

 

１ 健全化判断比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

２ 資金不足比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 
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地方公共団体財政健全化法 

１ 地方公共団体財政健全化法とは 

平成１９年６月「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が成立しました。この

法律は、従前の財政再建団体制度を見直したものであり、財政破綻を未然に防止するた

め、平成１９年度決算から財政健全化にかかる各指標（健全化判断比率等）の公表が義

務付けられました。また、平成２０年度決算からは基準を超える団体は財政健全化計画、

財政再生計画、経営健全化計画を策定し、財政再建に取り組まなければなりません。 

 

 

２ 従来の制度との相違 

 

 従 来 の 財 政 再 建 法 地 方 公 共 団 体 財 政 健 全 化 法 

再建の仕組み 
財政再建団体（レッドカー

ド）の基準のみ 

財政再生団体（レッドカード）の前に早期

健全化団体（イエローカード）の基準が設

けられました。 

対 象 
普通会計（地方公共団体の

本体）のみ 

普通会計（地方公共団体の本体）に、特別

会計、一部事務組合、地方公社、第三セク

ター等を加えて判断します。 

指 標 
現金収支（フロー）の指標

のみ 

現金収支（フロー）に加えて、過去からの

累積（ストック）に基づく基準が設けられ

ました。 

公 営 企 業 
財政再建制度に準じ、早期

是正機能がない 
経営健全化基準が設けられました。 

 

 

３ 健全化判断比率等 

⑴ 健全化判断比率 

① 実質赤字比率 

    一般会計等の実質赤字の比率 

② 連結実質赤字比率 

    全ての会計の実質赤字の比率 
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③ 実質公債費比率 

    公債費及び公債費に準じた経費の比重を示す比率 

④ 将来負担比率 

    地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉えた比率 

 

⑵ 資金不足比率 

① 公営企業における資金不足比率 

 

 

４ 健全化基準（令和元年度） 

 

 
(参考)地方債協議 

・許可制移行基準 
早期健全化基準 財 政 再 生 基 準 

実質赤字比率 
財政規模に応じ 

２．５～１０．０％ 

財政規模に応じ 

１１．２５～１５．０％ 
２０．００％ 

 
小 金 井 市 

（基準額） 

４．５３％ 

（※1,021,033千円） 

１２．２７％ 

（2,763,690 千円） 

２０．００％ 

（4,504,791 千円） 

連結実質赤字比率 ― 
財政規模に応じ 

１６．２５～２０．０％ 
３０．００％ 

 

 

小 金 井 市 

（基準額） 
― 

１７．２７％ 

（3,889,887 千円） 

３０．００％ 

（6,757,187 千円） 

実質公債費比率 １８．０％ ２５．０％ ３５．０％ 

将来負担比率 ― ３５０．０％  

※（標準財政規模＋1,000 億円）×1/120＝1,021,033 千円 
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５ 小金井市の健全化判断比率等の対象会計範囲 

 

一 般 会 計 等 一 般 会 計 

実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比
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実
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債

費
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負
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公

営

事

業

会

計 

一般会計等以外の特別会

計のうち公営企業に係る

特別会計以外の特別会計 

国民健康保険特別会計  

介 護 保 険 特 別 会 計 

後期高齢者医療特別会計 

公営企業 法非適用企業 下水道事業特別会計 資金不足比率 

一部事務組合等 

一部事務組合 

東京たま広域資源循環組合   

湖 南 衛 生 組 合 

十一市競輪事業組合 

六 市 競 艇 事 業 組 合 

市町村総合事務組合 

昭 和 病 院 企 業 団 

浅 川 清 流 環 境 組 合 

広 域 連 合 後期高齢者医療広域連合 

地方三公社 土 地 開 発 公 社 

※小金井市では、債務負担行為を設定し実質公債費比率算定においても土地開発公社と連

結しています。 

 

 

６ 早期健全化団体になると？ 

  財政健全化計画を策定し、計画に基づく財政健全化を行います。 

 

７ 財政再生団体になると？ 

財政再生計画を定め、計画に基づく財政再建に取り組むこととなり、計画に総務大臣

の同意を得ていなければ地方債の起債が出来なくなります。また、税金や公共料金の増

額、住民サービスの見直し等をせざるを得なくなります。 
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８ 計画の実施状況は？ 

計画の実施状況は、毎年９月３０日までに公表され、取り組みが不十分な場合は、早

期健全化段階では国または都道府県が、地方公共団体に対し必要な勧告を行うこととな

ります。財政再生段階においては国が、地方公共団体に対し予算や計画の変更などの措

置を講ずるよう勧告し、より強く財政運営に関与することになります。 

 

 

９ 議会や監査委員との関係は？ 

⑴ 各指標の数値は、監査委員の審査を受けた上で議会に報告し、公表しなければなり

ません。 

 

⑵ 財政健全化計画・財政再生計画・経営健全化計画を策定する際には、議会の議決を

経て、住民に公表されます。 

   また、その実施状況を毎年議会に報告し、公表しなければなりません。 

 

⑶ 早期健全化団体・財政再生団体は、計画を策定するにあたり、財政健全化のために

改善が必要と認められる事務の執行について外部監査を受けなければなりません。 
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令和元年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

１ 健全化判断比率 

（単位：％） 

地方公共団体 

コード 
都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

132101 東京都 小金井市 
― 

※△9.87 

― 

※△12.15 
2.1 17.9 

※黒字の程度を負の数値で表記しました。 

標準財政規模（千円） 

早期健全化基準 12.27 17.27 25.0 350.0 
 

うち臨時財政対策債 

発行可能額 

22,523,957 0 財政再生基準 20.00 30.00 35.0  

※標準財政規模とは、その年度に収入されると推測される一般財源を全国統一のルールに

より、計算した額です。 

 

 

（１）実質赤字比率 

一般会計等の実質赤字額 
＝ 

なし 

標準財政規模 22,523,957 千円 

 

 

（２）連結実質赤字比率 

連結実質赤字額 
＝ 

なし 

標準財政規模 22,523,957 千円 
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■ 一般会計等に係る実質収支額 

（単位：千円） 

会 計 名 
歳 入 総 額 

① 

歳 出 総 額 

② 

歳入歳出差引額 

③(①－②) 

翌年度に繰り越すべき財源 

④ 

実質収支額 

⑤(③－④) 

一般会計（１） 47,025,459 44,787,477 2,237,982 12,855 2,225,127 

 

 

■ 公営企業に係る特別会計の資金不足額等 

（単位：千円） 

特 別 会 計 名 
歳 入 額 

① 

歳 出 額 

② 

歳入歳出差引額 

③(①－②) 

解消可能資金不足額 

④ 

資金不足・剰余額 

⑤(③－④) 

下水道事業特別会計（２） 1,653,421 1,216,018 437,403 0 437,403 

 

 

■ 公営企業に係る特別会計以外の特別会計に係る実質収支額 

（単位：千円） 

特 別 会 計 名 
歳 入 総 額 

① 

歳 出 総 額 

② 

歳入歳出差引額 

③(①－②) 

翌年度に繰り越すべき財源 

④ 

実質収支額 

⑤(③－④) 

国民健康保険特別会計 10,203,485 10,159,432 44,053 0 44,053 

介護保険特別会計 8,199,348 8,192,498 6,850 0 6,850 

後期高齢者医療特別会計 2,651,954 2,628,544 23,410 0 23,410 

合 計 （ ３ ） 21,054,787 20,980,474 74,313 0 74,313 

 

連結合計（１）+（２）＋（３） 2,736,843 
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（３）実質公債費比率 

○ 分子                            （単位：千円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 

公債費充当一般財源等額 Ａ 1,769,961 1,632,137 1,459,659 

 
公債費（一般会計等） 2,680,454 2,503,253 2,374,961 

特 定 財 源 都 市 計 画 税 △910,493 △871,116 △915,302 

公営企業債（下水道）の償還に充てたと認め

られる繰入金 Ｂ 
96,960 95,835 90,840 

一部事務組合等の起こした地方債に充てた

と認められる負担金 Ｃ 
40,012 35,793 31,242 

 

東京たま広域資源循環組合負担金 35,635 31,488 26,819 

昭 和 病 院 企 業 団 分 担 金 4,377 4,251 4,036 

浅 川 清 流 環 境 組 合 0 54 387 

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの Ｄ 25,221 122,529 8,663 

 

社会福祉法人が施設建設のため借り

入れた借入金の償還に対する補助 
0 0 0 

その他これらに準ずると認められる

もの（土地開発公社に対するもの） 
25,221 122,529 8,663 

一時借入金の利子 Ｅ 0 0 0 

分子 合計 ①（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 1,932,154 1,886,294 1,590,404 

 

○ 分母                            （単位：千円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 

標準財政規模 22,424,521 22,139,864 22,523,957 

 

標準税収入額等 22,424,521 22,139,864 22,523,957 

普通交付税 0 0 0 

臨時財政対策債発行可能額 0 0 0 

分母  合計 ② 22,424,521 22,139,864 22,523,957 
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○ 分子・分母から控除するもの                 （単位：千円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 

災害復旧費等に係る基準財政需要額 1,280,192 1,235,043 1,132,853 

災害復旧費等に係る基準財政需要額 

（準元利償還金に係るもの） 
41,029 39,961 37,778 

事業費補正により基準財政需要額に算入さ

れた公債費 
51,165 53,340 52,129 

事業費補正により基準財政需要額に算入さ

れた公債費（準元利償還金に係るもの） 
39,096 38,275 38,178 

密度補正により基準財政需要額に算入され

た準元利償還金 
5,900 6,099 5,990 

控除  合計 ③ 1,417,382 1,372,718 1,266,928 

（単位：％） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 

実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） 

（①－③）／（②－③） 
2.45046 2.47302 1.52174 

実質公債費比率（３年平均） 2.8 2.5 2.1 

※小数点第２位以下切捨て 

 

（４） 将来負担比率 

○ 分子                        （単位：千円） 

一般会計等の地方債現在高 Ａ 20,635,629 

債務負担行為に基づく支出予定額 Ｂ 665,659 

 
依頼土地の買い戻しに係るもの（土地開発公社） 665,659 

その他 0 

公営企業債（下水道）の償還に充てる繰入金見込額 Ｃ 845,283 

一部事務組合等の起こした地方債に充てる負担金見込額 Ｄ 3,886,589 

 

東京たま広域資源循環組合負担金 16,787 

昭和病院企業団分担金 56,036 

浅川清流環境組合 3,813,766 

退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額 Ｅ 4,051,568 

合  計 ①（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 30,084,728 
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○ 分子から控除するもの                （単位：千円） 

充当可能基金 Ａ 9,140,724 

充当可能特定歳入見込額 Ｂ 7,101,144 

 
都市計画税 7,101,144 

公営住宅使用料 0 

基準財政需要額算入見込額 Ｃ 10,029,488 

合  計 ②（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 26,271,356 

 

○ 分母                        （単位：千円） 

標準財政規模 Ａ 22,523,957 

 うち普通交付税 0 

 うち臨時財政対策債発行可能額 0 

合  計 ③（Ａ） 22,523,957 

 

○ 分母から控除するもの                （単位：千円） 

算入公債費等 Ａ 1,266,928 

合  計 ④（Ａ） 1,266,928 

 

 

 

 

※小数点第２位以下切り捨て 

 

２ 資金不足比率 

（単位：％） 

特別会計名 資金不足比率 経営健全化基準 

下水道事業特別会計 
― 

※△32.8 
20.0 

※黒字の程度を負の数値で表記しました。 

 

資金不足額 
＝ 

なし 

事業の規模 1,332,121 千円 

 

分子（①－②） 3,813,372 千円 
＝ 将来負担比率 17.9％ 

分母（③－④） 21,257,029 千円 
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健全化判断比率及び資金不足比率の推移について 

１ 健全化判断比率                          (単位：％) 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和元年度 
－ 

(12.27) 

－ 

(17.27) 

2.1 

(25.0) 

17.9 

(350.0) 

平成 30 年度 
－ 

(12.30) 

－ 

(17.30) 

2.5 

(25.0) 

7.6 

(350.0) 

平成 29 年度 
－ 

(12.27) 

－ 

(17.27) 

2.8 

(25.0) 

9.6 

(350.0) 

※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「－」と表示しています。 

※ 早期健全化基準を( )内に表示しています。 

 

 

２ 資金不足比率                           (単位：％) 

 特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

令和元年度 下水道事業特別会計 － 20.0 

平成 30 年度 下水道事業特別会計 － 20.0 

平成 29 年度 下水道事業特別会計 － 20.0 

※ 資金不足額がない場合は、「－」と表示しています。 

 


